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アフリカの民主化
　　ゲーム理論・統計分析・比較事例分析による検証（２）　　
高　井　亮　佑1
４．なぜ帰結が異なるのか②
　比較事例分析による説明 　
　「PCPS解体→民主主義」を説明する民主化の
メカニズムについては前節で述べたように本論に
おいては依拠すべき仮説がない。そのため本論で
は探索的な比較事例分析によって専ら仮説構築に
専念することとしたい。比較事例分析を行うにあ
たってはまず最適な事例選択を行う必要がある。
そこでまず前節で民主主義が定着していることが
示されたガーナを取り上げることとする。ガーナ
を分析することはアフリカにおける民主主義の進
展からその定着に至るまでを理解する上で不可欠
であるだろうと考えられる。しかし1国研究だけ
ではそこから得られる知見の妥当性は限られたも
のになる2。そのため本論では非民主化事例との
比較分析を行うこととする。また権威主義化事例
を取り上げて権威主義化のメカニズムを具体的に
検証する作業も必要である。そこで本論では権威
主義化の事例として最も権威主義化のシナリオに
合致しているクラスター2に属する事例群からケ
ニアを取り上げることとする。
　その理由としてケニアとガーナには共通性が高
く，共に多元的社会であること，旧英領だったこ
と，一人当たりGDP，天然資源，国のサイズな
どの社会経済条件もほぼ同程度であること，民主
化移行当初は「瑕疵のある移行」（Flawed 
Transition）3 と評価されていたことなどが挙げら
れる。「単位同質性」という観点4 からも2国間の
比較事例分析には最適であるといえるだろう。
4.1 ケニア
　ケニアではヨーロッパ人の入植が本格的に始め
られたのが19世紀後半からであり植民地として
の歴史自体はそれほど長くはなかった。しかしイ
ギリス植民地としては典型的な間接統治方式がと
られ，その統治体制はイギリス政府と白人入植者
からなる閉鎖的・抑圧的なものであった。現地の
アフリカ人の政治参加は長らく認められず，1944
年に初めてアフリカ人指名議員が認められたが，
アフリカ人自らが代表を選ぶことは1956年に立
法審議会アフリカ人代表法が制定され，8名のア
フリカ人議員が選挙によって選ばれるようになる
まで認められなかった5。
　こうした植民地当局による厳しい抑圧は1952
年のマウマウ反乱を招き，やがて郡レベルでの政
党活動が許可されるようになると部族ごとの政治
団体が分立するようになり，もともと存在してい
た部族主義的傾向に拍車がかけられた。こうして
立法審議会におけるアフリカ人議員選挙は事実上
の（de facto）部族ごとの選挙と化し，部族の代
表を議員として中央に送り込むという地域主義が
出現することとなった6。
　1960年にはキクユ，ルオ，カンバの三大部族
の支持を集めるKANUと牧畜民の諸部族や海岸
地方の小部族の支持を集める KADU が発足し，
独立前後の時代のケニアでは基本的にこの二つを
源とする党派の間で政治が展開された。しかしケ
ニヤッタを首相として1963年に独立を達成した
ケニアでは主流派と急進派の政策的な対立が「キ
クユ対ルオ」という民族的な対立へと変質してい
き，反対派KPUへの弾圧と排除が行われると民
族的な緊張が高まるようになった。さらにケニ
ヤッタがKANU議会支配を背景に矢継ぎ早に憲
法改正を行うことで議院内閣制から大統領制に移
行し，強大な大統領権限による中央集権体制を確
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立することで，キクユ人への資源の過度の集中と
キクユ・エリートの政治経済的支配がもたらされ
た7。こうしてPCPSの制度的基盤が形成される下
地が整えられた。
　全国で「ハラーンベー」（Haraambee）と称す
る開発プロジェクトが推進され，地域社会が自助
努力を行ったうえで中央政府が財政的支援をする
形態がとられた。中央政府の財源には限りがある
ため，財政的支援を自己の選挙区に引き出すため
に政治家同士が競争することとなったが，各部
族を代表する大臣クラスの大物政治家の下には
地縁・血縁・部族的な同一性で結ばれたパトロ
ン・クライアント関係を基盤とするさまざまな
利害集団が形成され，その利害集団が相互に競
い合った8。こうしてケニヤッタを頂点とする開
発利益誘導的な支配体制が形成され大土地所有
農民に代表されるロビー集団（Kenya Farmers 
Association, Kenya National Farmers’ Union な
ど）の活動がケニヤッタ体制を取り巻いて活発に
行われ，国政は大統領を頂点とする行政府と個々
の政治家によって代表される利益集団の競争とい
うパワーゲームの場となった9。やがてキクユ人
とりわけケニヤッタと同じ出身地のキアンブ・キ
クユに政治権力，土地や公社のポスト，ビジネス
チャンスなどの資源が集中するようになった10。
こうしてケニヤッタを頂点としキクユ人をはじめ
とする諸民族（GEMA）をクライアントとして
結ばれたパトロン・クライアント関係によって構
成されるPCPSの制度的基盤が確立された。
　このような民族ブロックを単位とする資源配分
メカニズムはケニヤッタの後を引き継いだモイ政
権においてもその基本的な骨組みは変更されるこ
とはなかった。単に支配民族がこれまでのキク
ユ，エンブ，メル（GEMA）からモイの出身部
族であるトゥゲンをはじめとするカレンジン，マ
サイ，トゥゲン，サンブル（KAMATUSA）に
変更されただけであった。こうした政治経済シス
テムの基本性格は民主化移行によってPCPSが解
体された後になっても残存しており，2002年に
初の民主的選挙による政権交代によって成立した
キバキ政権の強権化をももたらした。
　1990年代の民主化移行期においてモイは植民
地期に起源をもつ法制度や行政機関を活用して野
党の選挙活動を妨害したのみならず，政権中枢を
急進派で固め傘下のインフォーマルなエスニック
集団組織を動員して主にキクユ人居住地域を対象
とした暴動を引き起こすことで支持基盤の強化を
図った11。こうしたエスノ・カード戦略はその他
の与党政治家によっても党内派閥抗争に勝利する
ために利用された。しかしモイが1997年の大統
領選で2選を果たし，任期の切れる2002年を前に
して引退を表明すると，与党KANU内で分裂が
起こった。こうして与党政治家の多くが野党に鞍
替えするとともに，野党勢力の間で選挙協力が成
功したことで政権交代が実現した。新しく成立し
たNARC政権はDP，FORD-Kenya，SDPから成
る選挙協力組織NAKと主にKANUを離党した議
員たちが作ったLDPという基本的に異質な二つ
の勢力で構成されていた。しかしキバキ政権は選
挙協力を可能にした当初の合意取り決めを反故に
することで次第にFORDなどの諸派の排除を開
始し，自身が率いるDPを中心とした取り巻きの
キクユ人政治家を重用するという排除の政治を展
開するようになった。こうして与党NARCは分
裂し，キバキら守旧派を中心とするPNUと改革
派を中心とするODMに分かれた。
　2007 年選挙では「親キクユ」 か「反キクユ」
で投票ブロックが形成され，「マジンボ」という
言説が選挙キャンペーン中に展開された。「マジ
ンボ」はモイが導入した政治手法であるが，それ
自体は地域主義を意味する言葉であるが，それが
転じて「祖先の土地に還れ」というスローガンと
なった。それはキクユ人を迫害し暴力的に排除す
るためにODMなどの反キバキ派によって唱えら
れた。こうして再びエスノ・カード戦略が活用さ
れる文脈が出来上がった。特筆すべきなのはこう
した戦略が主に野党側によって積極的に用いられ
たことである。こうして選挙が接戦状況となり過
熱していくにつれて与野党ともにエスノ・カード
を切ったことにより選挙戦は再び「キクユ対ル
オ」という戦いの構図に変質し，民族間の衝突が
全国的な暴動に発展することとなった12。
　以上述べたようなケニア政治の民族的性質に関
して，ブランチらは政治的自由化がもたらす意図
せざる副作用として「エリートの分裂」（elite 
fragmentation） と「国家のインフォーマル化」
（state informalization）を挙げ，それらはともに
モイ政権期に高められた民族間の緊張と「暴力の
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私物化」13 に由来し，これらが全国的な暴動の引
き金になったと指摘している14。またミューラー
は国家による暴力の独占の欠如による公的暴力の
私物化と暴力の拡大，フォーマルな制度の弱化に
よるインフォーマルな制度の強化，プログラム政
党の不在などから暴動発生のメカニズムを説明し
ている15。その際にインフォーマルな原則が現状
維持をもたらし，古い規範（norm）が新しいシ
ステムを掘り崩すために，体制転換が失敗すると
いうノースの知見を取り上げている16。さらに
ド・ スメトは暴力を伴う「政治的部族主義」
（political tribalism）が戦略として有効であれば，
政治家は政治的部族主義を放棄できないとしてい
る17。
　これらの議論は示唆に富むものであるが，本論
における権威主義化のメカニズムに引き付けるな
らば，民主化以前の PCPS の抑圧体制とパトロ
ン・クライアント政治が国家のインフォーマル化
と暴力の私物化をもたらし，また資源配分システ
ムがエスニックな性格を強く持つ場合には民主化
移行後もプログラム政党が育たず，選挙に勝利す
るためにエスノ・カードを切り，インフォーマル
な制度を通じて私物化された暴力を行使すること
で政治暴力が引き起こされるという本論の主張と
矛盾しない。以上見てきたようにケニアの事例に
おいても権威主義化のメカニズムにおける「民族
単位のパトロン・クライアント関係」，「エスノ・
カード」，「排除の政治」といった諸要素を観察す
ることができ，前節における統計分析の結果とと
もに因果メカニズムの妥当性を支持する結果が得
られた。
4.2 ガーナ
　ガーナでは15世紀からヨーロッパ人が進出し
始め大西洋貿易の拠点を形成していた。帝国主義
時代には原料供給地および工業製品の一大消費地
として国際的な貿易体制の一角を担っていた。こ
のためガーナではヨーロッパとの接触が長く，沿
岸地方を中心として西欧型教育を受けた新興エ
リートが活躍し，沿岸部では比較的に近代化が進
んでいた18。植民地化がイギリスによって開始さ
れたのは19世紀になってからであり，1902年に
はガーナ全域がイギリス統治下に入った。しかし
イギリスの間接統治において重要な役割を果たし
ていた伝統的権威の活用は近代エリート層の存在
によって抑制された19。
　グッギスバーグ総督時代に正式に間接統治体制
が確立したが，1925年の段階ですでにアフリカ
人の政治参加は限定的ではあるが認められてい
た20。アフリカ人の政治参加は第二次大戦が終結
するとバーンズ憲法，コウジー憲法のもとで急速
に拡大していき，1954年には選挙によって選ば
れたンクルマが首相となった。こうして1957年
にガーナはいち早く独立を達成するが，その後の
ガーナにおける政治は独立期に結成されたンクル
マ系のCPPとダンカ=ブシア系のUPという二つ
の党派の間で展開されていく21。
　独立後のガーナは憲法改正によりまず共和制に
変更され，さらにカリスマ的な指導者であったン
クルマに権力を集中させるべく矢継ぎ早に憲法改
正が行われた。1960年の憲法改正によってガー
ナは法的にも（de jure）一党制国家となり，強
大な権限を掌握したンクルマは独自のパンアフリ
カニズム思想を背景に極左的な諸政策をトップダ
ウンで次々に遂行していった。こうしてPCPSの
制度的基盤が整えられるが，ンクルマは反部族主
義を唱え，国民統合を目指し，統合の障害になる
とみなした首長の諸権限をすべて廃止し，憲法に
よって民族・地域政党の結成を禁止した。独立以
前からガーナ政治においてエスニシティは主要な
争点とはならなかったが，このことはンクルマ時
代に一層強化された22。
　終身大統領であるンクルマを頂点とし，唯一の
合法政党である CPP の下にあらゆる行政組織・
社会組織が従属するというPCPSの制度的編成の
下で独自の社会主義路線による管理統制経済は次
第にンクルマ政権の権力維持のための政治的道具
と化すようになった。その結果ガーナは深刻な財
政赤字，非効率な政府系企業と国営農場の肥大
化，輸入品不足と闇市場の拡大，公的部門におけ
る慢性的な汚職・腐敗の蔓延に見舞われた23。ま
た反対派の徹底的な弾圧によるンクルマの恐怖政
治は社会の広範な不満を高め，軍のクーデターを
引き起こした24。
　1966年のンクルマ追放から1981年のローリン
グス政権の成立までの15年間は4回のクーデター
を含む8回の政権交代を経験するという混乱の時
代であった。NLC 軍事政権，ブシア文民政権，
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NRC・SMC軍事政権，AFRC軍事政権，リマン
文民政権，PNDC軍事政権が樹立されたが，クー
デターの後の民政移管によって文民政権が成立し
た期間は政党結成の自由化により競争的な民主的
選挙が実施されており，選挙はンクルマ系とダン
カ=ブシア系という二大党派を軸に展開された25。
　1981年12月31日にクーデターによってローリ
ングス政権が成立すると憲法は停止され，政党活
動は1991年の民主化移行まで禁止された。ロー
リングス政権は1983年にIMF世銀の勧告を受け
入れ構造調整政策を開始し，以後一貫して構造調
整を推し進め次々に経済改革を成功させた。各種
規制は廃止され，肥大化していた政府系企業や公
務員の数も大幅に削減された。カカオの生産者価
格も毎年引き上げられ，落ち込んでいた輸出量も
回復し始めた。また経済成長率も安定的にプラス
となり，ガーナは「構造調整の優等生」とまで呼
ばれるようになった。この一貫した自由主義志向
の経済運営とそれを資金面で支える援助供与国，
援助機関からの手厚い支援がローリングス政権の
安定を経済面から支えることとなった。
　1992年には民主化移行に伴う民主的選挙が実
施され，ローリングスとNDCが政権を維持する
ことに成功した。これ以降ガーナの政局は1990
年代の NDC による事実上の一党優位制を経て，
2000年代からは再び事実上の二大政党制に移行
した。しかしこの新たな二大政党制はかつてのン
クルマ系とダンカ＝ブシア系の二大勢力が中心で
あった構造とは異なっている。1990年代以降の
ガーナの政党政治は軍政時代のPNDCを前身と
する新政党NDCを中心に展開し，これに対抗す
るかたちで独立当初から存在するンクルマ系とダ
ンカ＝ブシア系の二大勢力が野党となって推移し
てきた。そしてこれらのうちンクルマ系は次第に
影響力を失い，その一方でダンカ＝ブシア系の
NPPがNDCに反対する層の支持を集めて最大勢
力として復活した。つまり民主化後の二大政党の
構造は比較的新しい政治勢力であるローリングス
系のNDCと独立当初から存在するダンカ＝ブシ
ア系のNPPによって構成されているのである。
　ただし二大政党とはいっても両者の政策志向，
特に経済政策面での基本的な方針に大きな相違が
あるわけではないが，支持基盤には以下のような
相違が見られる。まず1990年代から2000年代に
かけてガーナでは州レベルの投票行動にはNPP
が都市部で，NDCが農村部で支持されるという
傾向が見られる。これにはローリングス政権が構
造調整政策を継続して農村に有利な交易条件を維
持し農村重視のポピュリスト的開発プログラムを
実施して農村部での根強い支持を獲得したことが
少なからず影響を与えている。また2000年の政
権交代以降もNDCが左翼系政党としての立場を
堅持し地方重視の再配分政党であり続けたことも
影響しているといえる。一方，NPPは独立期以
来の党派の伝統を有する保守政党として都市の富
裕層や経営者層に支持基盤を持ち，成長重視の新
自由主義政策によって一期目は良好な経済実績を
達成したことがNPPの都市部における支持を強
固なものにしたと考えられる。
　また1990年代以降のガーナにおける投票行動
にはNDCがエウェ人のヴォルタ州で圧倒的な支
持を集め，NPP が伝統的な支持基盤であるア
シャンティ州で圧倒的な支持を集めるという傾向
も存在する。これにはエウェ人の母親をもつロー
リングスが政権在職中にヴォルタ州で数々の開発
プログラムを成功させ，多大な実績を積み上げて
きたことが関係していると考えられる。アシャン
ティ州についてはこれまで最も開発の遅れた地域
であり，ローリングス政権の農村開発政策の恩恵
が最も行き渡らなかった地域であることがNDC
への支持が極端に低いことの理由として挙げられ
るだろう。さらにNPPは結成当初からアシャン
ティ州に強力な支持基盤を築いていたことも
NPPへの圧倒的な支持の高さをもたらしている
と考えられる。
　さらにエスニシティとの関連でいえば，2000
年選挙以降NDCの大統領候補はファンテ人のミ
ルズであったが，相変わらずヴォルタ州において
NDCへの高い支持が見られたことからエスニシ
ティとの関係は否定される。またNPPの大統領
候補であったクフォーもアクフォ= アッドもア
シャンティ人であるがそれだけではアシャンティ
州におけるNPPへの支持の高さを説明すること
はできないだろう。おそらく両州とも支持政党と
の強固なクライエンテリズムが形成されており，
これが両州における圧倒的な支持の背景にあるも
ののうち最大のものであると考えられる。しかし
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した前近代的なパトロン・クライアント関係とは
異質のものであり，先進国においてしばしば見ら
れる近代的で党組織を中心としたクライエンテリ
ズムにより近いのではないかと考えられる。つま
りアシャンティ州において観察される，あたかも
アシャンティへのエスニックな投票行動のように
見える投票行動はあくまで擬似相関であり，実際
は政党の利益分配と結びついた近代的クライエン
テリズムの結果であると考えられる。
　この点についてリンドバーグとモリソンらは都
市／農村を含む階級，所得，教育，職業などに基
づく社会経済的な亀裂がガーナ政治においてもっ
とも主要な争点となっているとしている26。さら
にリンドバーグらが実施したガーナにおける最新
の世論調査サーベイの統計分析によれば，エス
ニックな投票行動は全体の1割に過ぎず，大多数
が業績評価によるレトロスペクティヴな投票行
動か政策への期待によるプロスペクティヴな投
票行動を行うことが明らかにされている27。ガー
ナの選挙制度は一人区のみからなる単純小選挙
区制（plurality first-past-the-post system）であ
るが，アフリカにおけるこのような選挙制度は
「ビッグ・マン」現象が生じやすいことが知られ
ている28。しかしながらガーナでは政策評価投票
（evaluative voting）が一般的であるため，その
ような傾向は概して見られないと結論付けられ
る。
4.3 結果
　比較事例分析の結果，ケニアでは白人入植者に
よる政治経済支配の下でアフリカ人の政治参加が
厳しく制限されていたため本格的な政治参加はマ
ウマウ反乱を経た1950年代後半となった。この
時点ですでに事実上の（de facto）部族ごとの選
挙が出現しており，資源配分をめぐるエリートの
競争が民族間の亀裂を軸に展開される下地が形成
されていた。そしてケニヤッタの時代に民族ブ
ロックを単位とするパトロン・クライアント関係
に基づく資源配分メカニズムが確立され，それは
モイの時代にも引き継がれた。こうしたパトロ
ン・クライアントの政治手法は民主化移行によっ
てPCPSが解体されモイが引退した後も初の政権
交代によって成立したキバキ政権に引き継がれ排
除の政治が展開された。資源配分システムが依然
として民族中心であるために民主化移行後もプロ
グラム政党が育たず，選挙に勝利するためにエス
ノ・カードを切るために政治暴力が引き起こされ
る。
　一方，ガーナではヨーロッパとの接触が長く，
沿岸地方を中心として西欧型教育を受けた新興エ
リートが活躍し近代化が進んでいた。イギリスの
間接統治において重要な役割を果たしていた伝統
的権威の活用は近代エリート層の存在によって適
用できなかった。また1925年の段階ですでにア
フリカ人の政治参加が認められており，第二次大
戦が終結するとアフリカ人の政治参加は順調に拡
大していき，1957年にはいち早く独立を達成し
た。この時点ですでにガーナにおける政治は独立
期に結成されたンクルマ＝CPP系とダンカ=ブ
シア＝UP系という二つの党派の間で展開されて
いた。また独立期からエスニシティは主要な争点
とはならなかったが，このことはンクルマ時代に
一層強化された。ンクルマによって確立されその
後の軍事政権にも引き継がれたPCPSの下での資
源配分においてエスニシティは軸とはならず，む
しろ地域や社会階層が争点となった。民主化移行
によってガーナの政治は再び二大政党制に移行
し，それはローリングス系のNDCと独立当初か
ら存在するダンカ＝ブシア系のNPPによって構
成された。州レベルの投票行動においてはNPP
が都市部で，NDCが農村部で支持されるという
傾向が見られる。その一方でNDCがエウェ人の
ヴォルタ州で圧倒的な支持を集め，NPPが伝統
的な支持基盤であるアシャンティ州で圧倒的な支
持を集めるという傾向が見られるが，これはエス
ニシティというよりも政党の利益分配と結びつい
た一種の近代的クライエンテリズムであると考え
られる。このようにガーナではエスニシティでは
なく都市／農村を含む階級，所得，教育，職業な
どに基づく社会経済的な亀裂がもっとも主要な争
点となっている。
　以上の事柄を整理すると以下のようになる。
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　以上の知見を踏まえれば，政治的競争が党派間
で行われることが民主化する上で重要な要因であ
ることが分かる。そしてそれが達成されるために
は前近代的なパトロン・クライアント政治からの
脱却すなわち政治・経済の近代化が必要条件であ
ることが分かる。したがって民主化のメカニズム
の一部分つまり民主主義を促進する諸要因の一つ
として以下の仮説が導かれる。
仮説：政治的競争が民族間ではなく党派間で行わ
れれば民主主義が促進される。
結語
　本論ではアフリカにおける民主化をPCPSの解
体と変容の2つのプロセスに分け，前者について
はゲーム理論を，後者については統計分析と比較
事例研究を用いることでそれぞれ分析を行なっ
た。分析の結果，民主化成功の鍵となるのは政治
経済的資源配分の仕組みの基礎が民族ブロック単
位のパトロン・クライアント関係に基づくもので
あるか否かという点にかかっていることが明らか
となった。またこのことは解体局面におけるゲー
ムの型の違いをも規定したと考えられる。分析の
結果チキン・ゲーム型においては全ての事例で
（裏切り，協力）という均衡となり，（協力，協
力）という均衡は一つとして実現されなかったこ
とはアフリカ政治におけるゼロサム・ゲーム的性
格つまり民族間の協調行動がいかに困難であるか
を物語っているように思われる。一方でガーナで
は囚人のジレンマ型のゲームとなり，結果は（協
力，協力）という均衡となった。これについては
暴動とくにエスニックな対立が生じていなかった
こと，経済状態が良好だったこと，ローリングス
政権の実績に対する評価，ローリングス個人のカ
リスマ性，エスニシティの政治化の消滅などの諸
要因が確率ｐを引き上げ，協調行動を生み出した
と考えられる。しかしながら政治経済的資源配分
メカニズムの性格の違いと利得および選好との関
係については本論では明示されていないため，さ
らなるモデルの精緻化が必要であるがそれは今後
の課題としたい。また民主化のメカニズムに関連
して本論で構築した仮説についてもさらなる検証
が必要となるが，それも今後の課題としたい。
比較事例分析結果
ケニア ガーナ
植民地体制 間接統治 間接統治
民主化以前の体制 PCPS PCPS
資源配分メカニズム
　・形態 パトロン・クライアント関係 クライエンテリズム
　・単位 民族 地域
エスノ・カード あり なし
政治暴力 あり なし
排除の政治 あり なし
エリートの競争 民族間 党派間
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